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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

中間連結会計期間
第13期

中間連結会計期間
第12期

会計期間
自　2023年10月１日
至　2024年３月31日

自　2024年10月１日
至　2025年３月31日

自　2023年10月１日
至　2024年９月30日

売上高 （千円） 986,280 1,099,531 1,934,785

経常利益 （千円） 207,755 341,557 441,779

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 150,783 247,233 310,052

中間包括利益又は包括利益 （千円） 150,769 245,882 309,949

純資産額 （千円） 1,404,439 1,825,942 1,569,521

総資産額 （千円） 2,279,151 2,678,843 2,493,207

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 24.59 40.27 50.56

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 24.46 39.65 50.22

自己資本比率 （％） 61.5 67.9 62.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 198,070 249,763 319,909

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 5,752 △4,650 226

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 45,716 △49,848 149,299

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,019,613 1,435,248 1,240,989

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第12期中間連結会計期間

に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間との比

較・分析にあたっては暫定的な会計処理の確定による見直し後の金額を用いています。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢・所得環境の改善を背景に、景気は緩やかな回復基調にあ

ります。一方、不安定な為替相場の動きや物価上昇などにより経済的な見通しは不透明な状況が続いております。

このような経済情勢のなか、あらゆる産業界においてデジタルトランスフォーメーションのトレンドが継続してお

り、インターネットを用いた販促・マーケティング活動が前年度よりさらに活発となった結果、当社グループの所

属するデジタルマーケティング業界に対する需要はより一層高まっております。株式会社電通「2024年　日本の広

告費」によると、インターネット広告の市場規模は2024年に３兆6,517億円となりました。

　こうした環境の下、当社グループはデジタルマーケティングサービスを提供しており、クライアントの旺盛なイ

ンターネットを用いた販促・マーケティングニーズに応えた結果、当中間連結会計期間の売上高は1,099,531千円

（前年同期比11.5%増）、営業利益は340,915千円（前年同期比58.6%増）、経常利益は341,557千円（前年同期比

64.4%増）、親会社株主に帰属する中間純利益は247,233千円（前年同期比64.0%増）となりました。

　当社グループはデジタルマーケティング事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしており

ません。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末の総資産は2,678,843千円となり、前連結会計年度末に比べ185,636千円の増加となりまし

た。

　流動資産は196,643千円増加し、2,214,307千円となりました。主たる要因は、現金及び預金が194,259千円、売

掛金が9,704千円増加したことによるものであります。

　固定資産は11,007千円減少し、464,535千円となりました。主たる要因は、投資その他の資産が8,243千円増加し

た一方で、有形固定資産が4,240千円、顧客関連資産が7,366千円、のれんが9,286千円減少したことによるもので

あります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末の負債は852,900千円となり、前連結会計年度末に比べ70,785千円の減少となりました。

　流動負債は33,627千円減少し、707,727千円となりました。主たる要因は、買掛金が25,841千円増加した一方

で、短期借入金が24,996千円、その他に含まれる未払金が42,014千円減少したことによるものであります。

　固定負債は37,159千円減少し、145,172千円となりました。主たる要因は、長期借入金が35,396千円減少したこ

とによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末の純資産は1,825,942千円となり、前連結会計年度末に比べ256,421千円の増加となりまし

た。

　主たる要因は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上に伴い利益剰余金が247,233千円増加したことによるも

のであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は249,763千円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益の計上

341,562千円による資金の増加に対し、未払金の減少額41,958千円による資金の減少及び法人税等の支払額81,310

千円による資金の減少があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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投資活動の結果、減少した資金は4,650千円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出1,508千円及

び無形固定資産の取得による支出3,142千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は49,848千円となりました。これは主に、短期借入金の減少額24,996千円による

資金の減少、長期借入金の返済による支出35,396千円及び新株予約権の行使による株式の発行による収入10,574千

円によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

（簡易株式交換による完全子会社化）

　当社は、2025年４月14日開催の取締役会において、2025年５月26日を効力発生日（予定）として、当社を株式交換

完全親会社、株式会社リアレーションを株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を

行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸

表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

（合弁会社の設立）

　当社は、2025年５月８日開催の当社取締役会において、浙江思美遥望科技傳媒有限公司（注）、RGインベストメン

ト株式会社及び株式会社GTLとの間で合弁契約を締結することを決議いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　

１　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

（注）同社の中国語社名は中国語簡体字を含んでいるため、日本語常用漢字で代用しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,147,400 6,152,400
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。また、

単元株式数は100株で

あります。

計 6,147,400 6,152,400 － －

（注）提出日現在の発行数には、2025年５月１日からこの本報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年10月１日～

2025年３月31日

（注）１．

13,900 6,147,400 5,362 201,116 5,362 455,316

（注）１．新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

２．2025年４月１日から2025年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,000株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ2,752千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

市原創吾・ミダス投資事業有限責任

組合
東京都港区赤坂8丁目11-37 2,176 35.41

岩田匡平・ミダス投資事業有限責任

組合
東京都港区赤坂8丁目11-37 1,411 22.95

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1丁目8-12 530 8.63

吉村英毅・ミダスＡ投資事業有限責

任組合
東京都港区赤坂8丁目11-37 278 4.52

村上　聡 東京都渋谷区 229 3.73

倉田　将志 広島県福山市 204 3.32

MSIP　CLIENT　SECURITIES

（常任代理人モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.

(東京都千代田区大手町1丁目９－７)

90 1.48

GOLDMAN　SACHS　INTERNATIONAL

(常任代理人ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON

EC4A 4AU, U.K.

(東京都港区虎ノ門２丁目６－１)

71 1.17

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂1丁目8-1 62 1.02

住友生命保険相互会社（特別勘定） 東京都中央区八重洲2丁目2-1 54 0.89

計 － 5,110 83.13

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,144,800 61,448

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 2,600 － －

発行済株式総数  6,147,400 － －

総株主の議決権  － 61,448 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年12月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第12期連結会計年度　　　ひびき監査法人

　第13期中間連結会計期間　監査法人アヴァンティア
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2024年９月30日）
当中間連結会計期間
（2025年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,240,989 1,435,248

売掛金 675,245 684,949

その他 101,430 94,109

流動資産合計 2,017,664 2,214,307

固定資産   

有形固定資産 56,499 52,259

無形固定資産   

のれん 203,591 194,305

顧客関連資産 69,147 61,781

その他 6,661 8,302

無形固定資産合計 279,400 264,389

投資その他の資産 139,643 147,886

固定資産合計 475,542 464,535

資産合計 2,493,207 2,678,843

負債の部   

流動負債   

買掛金 256,169 282,011

短期借入金 ※ 91,668 ※ 66,672

１年内返済予定の長期借入金 70,792 70,792

未払法人税等 101,496 105,589

その他 221,228 182,662

流動負債合計 741,354 707,727

固定負債   

長期借入金 168,228 132,832

その他 14,103 12,340

固定負債合計 182,331 145,172

負債合計 923,685 852,900

純資産の部   

株主資本   

資本金 195,754 201,116

資本剰余金 449,954 455,316

利益剰余金 914,845 1,162,079

自己株式 △78 △109

株主資本合計 1,560,474 1,818,402

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 863 216

その他の包括利益累計額合計 863 216

新株予約権 3,209 3,054

非支配株主持分 4,973 4,269

純資産合計 1,569,521 1,825,942

負債純資産合計 2,493,207 2,678,843
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

売上高 986,280 1,099,531

売上原価 425,055 409,324

売上総利益 561,224 690,206

販売費及び一般管理費 ※ 346,273 ※ 349,290

営業利益 214,951 340,915

営業外収益   

受取利息 3 578

クレジットカード還元額 1,466 1,964

その他 - 103

営業外収益合計 1,469 2,647

営業外費用   

支払利息 557 1,429

本社移転費用 8,108 -

為替差損 - 576

営業外費用合計 8,665 2,005

経常利益 207,755 341,557

特別利益   

新株予約権戻入益 3 5

特別利益合計 3 5

税金等調整前中間純利益 207,758 341,562

法人税等 56,975 94,714

中間純利益 150,783 246,848

非支配株主に帰属する中間純損失（△） - △384

親会社株主に帰属する中間純利益 150,783 247,233
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

中間純利益 150,783 246,848

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △14 △965

その他の包括利益合計 △14 △965

中間包括利益 150,769 245,882

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 150,769 246,586

非支配株主に係る中間包括利益 - △703
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 207,758 341,562

減価償却費 15,161 14,427

のれん償却額 9,285 9,285

受取利息及び受取配当金 △3 △578

支払利息 557 1,429

本社移転費用 8,108 -

新株予約権戻入益 △3 △5

売上債権の増減額（△は増加） △39,448 △9,838

前払費用の増減額（△は増加） △11,430 △20,939

仕入債務の増減額（△は減少） 42,431 25,841

未払金の増減額（△は減少） 41,201 △41,958

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,797 △2,046

前受金の増減額（△は減少） △6,679 7,944

その他 △4,681 6,786

小計 254,460 331,910

利息及び配当金の受取額 3 578

利息の支払額 △557 △1,415

法人税等の支払額 △51,866 △81,310

本社移転費用の支払額 △3,970 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 198,070 249,763

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △62,575 △1,508

無形固定資産の取得による支出 - △3,142

敷金の回収による収入 68,328 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,752 △4,650

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） - △24,996

長期借入れによる収入 60,000 -

長期借入金の返済による支出 △18,996 △35,396

新株予約権の行使による株式の発行による収入 4,712 10,574

自己株式の取得による支出 - △30

財務活動によるキャッシュ・フロー 45,716 △49,848

現金及び現金同等物に係る換算差額 - △1,005

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 249,538 194,259

現金及び現金同等物の期首残高 749,929 1,240,989

株式交換による現金及び現金同等物の増加額 20,145 -

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,019,613 ※ 1,435,248
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項（２）ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年９月30日）
当中間連結会計期間
（2025年３月31日）

当座貸越極度額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 50,000 50,000

差引額 250,000 250,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

給与及び手当 111,442千円 119,937千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

現金及び預金勘定 1,019,613千円 1,435,248千円

現金及び現金同等物 1,019,613 1,435,248
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、2023年10月１日に当社を完全親会社、株式会社FACTを完全子会社とする簡易株式交換を行いまし

た。当社は本株式交換に際して、当社の普通株式350,000株を割当交付いたしました。

この結果、資本剰余金が270,200千円増加しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

　当社グループは、デジタルマーケティング事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

　当社グループは、デジタルマーケティング事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

(単位：千円)

 デジタルマーケティング事業 合計

サービス別   

　インターネット広告 592,182 592,182

　SEOコンサルティング 394,097 394,097

顧客との契約から生じる収益 986,280 986,280

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 986,280 986,280

 

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

(単位：千円)

 デジタルマーケティング事業 合計

サービス別   

　インターネット広告 690,756 690,756

　SEOコンサルティング 408,774 408,774

顧客との契約から生じる収益 1,099,531 1,099,531

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,099,531 1,099,531
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

(１)１株当たり中間純利益 24円59銭 40円27銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 150,783 247,233

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
150,783 247,233

普通株式の期中平均株式数（株） 6,131,910 6,138,934

(２)潜在株式調整後１株当たり中間純利益 24円46銭 39円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 32,027 96,567

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

（注）前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間に係る各数

値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

（重要な後発事象）

（簡易株式交換による完全子会社化）

　当社は、2025年４月14日開催の取締役会において、2025年５月26日を効力発生日（予定）として、当社を株式

交換完全親会社、株式会社リアレーション（以下「リアレーション社」といいます。）を株式交換完全子会社と

する株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしま

した。

 

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社リアレーション

事業の内容：SNSマーケティング事業等

 

（２）企業結合を行った主な理由

　リアレーション社のノウハウの獲得による当社事業のケイパビリティの拡張、当社の経営ノウハウや顧客基

盤の活用によるリアレーション社の成長を目的に、本株式交換をすることといたしました。

 

（３）企業結合日

2025年５月26日（予定）

 

（４）企業結合の法的形式

　本株式交換は、当社を株式交換完全親会社、リアレーション社を株式交換完全子会社とする株式交換です。

本株式交換は、当社においては、会社法第796条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易

株式交換の手続きにより実施する予定です。

 

（５）結合後企業の名称

変更はありません。

 

（６）取得予定議決権比率
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企業結合直前に所有していた議決権比率 ― ％

簡易株式交換により取得予定の議決権比率 100 ％

取得後の議決権比率 100 ％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が株式交換によりリアレーション社の議決権を100％取得し、完全子会社化することによるものであり

ます。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

現時点では確定しておりません。

 

３．株式の種類別の交換比率及び現金対価、その算定方法並びに交付する株式数及び現金対価の総額

（１）株式の種類別の交換比率及び現金対価

リアレーション社の普通株式１株：当社の普通株式0.433株及び１株当たりの現金対価1,000円

 

（２）本株式交換比率の算定方法

当社及びリアレーション社から独立した第三者算定機関としてCPAパートナーズ株式会社を選定して株式交

換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事者間の協議の上、算定しております。

 

（３）交付する株式数及び現金対価の総額

①交付する当社株式数 86,600株（予定）

②現金対価の総額 相手先の意向により非開示

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

 

５．発生するのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

６．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 

７．取得原価の配分

識別可能資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であるため、取得原価の配分が完了しておりません。

 

（合弁会社の設立）

　当社は、2025年５月８日開催の当社取締役会において、浙江思美遥望科技傳媒有限公司（注）１．、RGインベ

ストメント株式会社及び株式会社GTLとの間で合弁契約を締結することを決議いたしました。

 

１．合弁会社設立の目的

　当社は、日本及び中国におけるライブ配信・教育・広告及び関連業務を営むため、合弁会社を設立することとい

たしました。

 

２．合弁会社の概要

名称 株式会社ASYマーケティング

所在地 東京都港区

代表者の役職・氏名 代表取締役　市原　創吾

資本金 50,000,000円

設立年月日 2025年５月（予定）

出資者及び比率 （注）２．

当社 51％

浙江思美遥望科技傳媒有限公司（注）１． 23％（設立時 0%）

RGインベストメント株式会社 16％

株式会社GTL 10％（設立時 33%）

（注）１．同社の中国語社名は中国語簡体字を含んでいるため、日本語常用漢字で代用しております。

２．当社51%、RGインベストメント株式会社16%、株式会社GTL 33%出資で合弁会社を設立し、その後、当社

51%、浙江思美遥望科技傳媒有限公司（注）１．23%、RGインベストメント株式会社16%、株式会社GTL

10%の株式持分になるように、株式会社GTLから浙江思美遥望科技傳媒有限公司（注）１．へ株式を譲渡

予定です。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年５月15日

株式会社ＡＶｉＣ

取締役会　御中

 

監査法人アヴァンティア

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 相馬 裕晃

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 渡部 幸太

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社　　　

ＡＶｉＣの2024年10月１日から2025年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＶｉＣ及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

強調事項

「注記事項（重要な後発事象）」に記載されているとおり、会社は、2025年４月14日開催の取締役会において、2025年

５月26日を効力発生日として、会社を株式交換完全親会社、株式会社リアレーションを株式交換完全子会社とする株式交

換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

その他の事項

会社の2024年９月30日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2024年５月15日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2024年12月20日付けで無限定適正意見を表明している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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